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福島県省エネルギー住宅改修補助事業の業務規程 



福島県省エネルギー住宅改修補助事業の業務規程

（趣旨）

第１条 この福島県省エネルギー住宅改修補助事業の業務規程(以下「規程」と

いう。)は、一般財団法人ふくしま建築住宅センター（以下「センター」とい

う。）が、福島県省エネルギー住宅改修補助事業の実施について必要な事項を

定めるものである。 

(基本方針) 
第２条 福島県省エネルギー住宅改修補助事業の実施については、福島県補助

金等の交付等に関する規則（以下「規則」という。」及び本規程の定めるとこ

ろにより、公正かつ適確に実施するものとする。

（事業の目的）

第 3条 県内の既存戸建住宅の断熱改修に対して補助金を交付することにより、
消費エネルギーの削減はもとより、温熱環境の向上による高齢者等の健康増

進、良質な住宅ストックの長期利用による環境負荷の低減や空き家発生の抑

制等を図り、「再生可能エネルギー先駆けの地」の実現に寄与することを目的

とする。

（福島県省エネルギー住宅改修補助事業の業務を行う時間・休日、事務所の所

在地及び業務区域） 

第４条 業務を行う時間は、事項に定める休日を除き午前８時３０分から午後

４時００分までとする。 

２ 休日は次の通りとする。 

（１）土曜及び日曜日 

（２）国民の祝日に関する法律に規定する休日 

（３）１２月２９日から翌年の１月３日までの日(全号に掲げる日を除く。) 

（４）その他センターの指定する日 

３ 業務を行う主たる事務所の所在地は、福島県福島市五月町４番２５号とし、

次の従たる事務所を置く。 

（１）県北事務所  福島県福島市五月町４番２５号 

（２）県中事務所  福島県郡山市台新１丁目３３番５号 

（３）いわき事務所 福島県いわき市平字童子町４番地の１８ 

（４)会津事務所   福島県会津若松市西年貢２丁目１番１７号 

４ 業務を行う区域は、福島県の全域とする。 

（福島県省エネルギー住宅改修補助事業の業務を行う範囲） 

第５条 センターは、福島県との業務に関する協定書、福島県省エネルギー住宅

改修補助事業補助金交付要綱及び福島県省エネルギー住宅改修補助事業補助

金交付事務取扱要領に基づき、この規程に定められた業務を行うものとする。 



２ センターにおける事務分担については、別紙事業フローによるものとする。

（定義）

第６条 この規程において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号

に定めるところによる。

（１）断熱改修

部位に求められている断熱等性能等級４に相当する基準（別表１※）を満たす開

口部及び断熱材により、天井（屋根）、壁、床（基礎）又は窓を改修すること。 

（※住宅部分の外壁、窓等を通しての熱の損失の防止に関する基準及び一次エネ

ルギー消費量に関する基準（平成２８年１月２９日国土交通省告示第２６６号）及

び住宅の品質確保の促進等に関する法律に基づく評価方法基準（平成１３年国土

交通省告示第１３４７号）に準拠。）

（２）住宅

   福島県内に存する戸建住宅で、住宅の床面積が全体の２分の１以上の併

用住宅も含む。

（３）窓

   住宅のサッシ（枠を含む。）及びガラスをいう。ただし、縦３００㎜以下

かつ横２００㎜以下のものは除く。

（４）内窓設置

   既存窓の室内側に新たに窓を設置すること。

（５）地域区分３の地域 

別表２のこと。

（エネルギーの使用の合理化に関する建築主等及び特定建築物の所有者

の判断の基準（平成２５年経済産業省・国土交通省告示第１号）による。）

（補助対象者）

第７条 この補助金の対象者は、次の全てに該当する者（以下「補助対象者」と

いう。）とする。 

（１）補助対象者が自ら居住するために行う住宅の断熱改修に係る工事契約を

平成３０年４月２日以降に締結すること。

（２）補助金の交付申請を工事完了予定日の属する年度の工事完了前に行うこと。

（３）原則として、工事を補助金の交付申請年度の末日までに完了すること。 

（４）県税の滞納がなく、国・地方公共団体による本事業と同様の補助金を受け

ていないこと。 

（対象経費等）

第８条 補助の対象となる経費は、住宅の断熱改修に係る経費のうち、次の経費

を除いたものとする。 

（１）国又は地方公共団体が行う他の補助金等を活用する場合の当該対象経費 

（２）併用住宅における住宅部分以外に係る経費 



（補助金の額）

第９条 センターが交付する補助金の額は、（１）又は（２）のいずれかの額と

する。なお、１，０００円未満の端数は切り捨てるものとする。 

（１）次の要件全てを満たす場合、対象経費の１／２又は１２０万円（地域区分

３の地域は１５０万円。）のいずれか低い額とする。

 ただし、別表１の基準を満たしている場合は、断熱改修不要とする。

①居間、台所及び食堂

ア 窓全てについて内窓設置又は窓交換による断熱改修を行うこと。 

イ 天井、壁又は床いずれか１つ以上を断熱改修すること。 

ウ 天井が外気に面し、かつ無断熱の場合は、天井の断熱改修を行うこと。 

②脱衣所 

エ 窓について内窓設置、窓交換又はガラス交換による断熱改修を行うこ

と。 

オ 天井が外気に面し、かつ無断熱の場合は、天井の断熱改修を行うこと。 

③上記以外の室（居室及び非居室をいう。以下「室」という。）を改修する場合 

カ 窓全てについて内窓設置又は窓交換による断熱改修を行うこと。（非居

室の場合は、ガラス交換でも可。） 

キ 天井が外気に面し、かつ無断熱の場合は、天井の断熱改修を行うこと。 

④その他 

ク 建築基準法等の関係法令に適合すること。 

（２）次の要件全てを満たす場合、対象経費の１／３又は８０万円（地域区分３

の地域は１００万円）のいずれか低い額とする。

①改修する室

ア 窓全てについて内窓設置、窓交換又はガラス交換による断熱改修を行

うこと。 

イ 天井が外気に面し、かつ無断熱の場合は、天井の断熱改修を行うこと。 

②その他 

ウ 建築基準法等の関係法令に適合すること。 

（補助金の交付申請）

第１０条 規則第４条第１項の規定による補助金の交付申請は、第１号様式（補

助金交付申請書）により行うものとする。

（補助金の交付決定）

第１１条 センターは、補助金の交付を決定したときは、規則第７条第１項の規

定に基づき、第２号様式（補助金交付決定通知書）により、その内容等を補

助対象者に通知するものとする。

（事業内容の変更等）

第１２条 規則第６条第１項第１号の規定に基づき事業内容及び経費の配分を

変更しようとする場合は、第３号様式（補助金変更交付申請書）をセンター



に提出し、承認を受けなければならない。

２ 規則第６条第１項第２号の規定に基づき事業を中止又は廃止しようとする

場合は、第４号様式（事業中止（廃止）承認申請書）をセンターに提出し、

承認を受けなければならない。

（交付申請の取り下げ）

第１３条 規則第８条第１項に規定する補助金の交付申請を取り下げることが

できる期日は、交付決定通知書を受理した日から起算して１５日を経過した

日とし、その旨を記載した書面をセンターに提出しなければならない。

（完了実績の報告）

第１４条 補助対象者は、原則として、事業完了日から起算して３０日を経過し

た日、又は補助金の交付決定があった日の属する年度の３月３１日のいずれ

か早い日までに、規則第１３条第１項に規定する実績報告を行なわなければ

ならない。

２ 前項の報告は、第５号様式（完了実績報告書）によるものとし、必要な書類

を添付するものとする。

（補助金の額の確定）

第１５条 センターは、前条の完了実績報告書を受理した場合は、規則第１４条

の規定により、その内容の書類審査及び必要に応じて現地確認を実施し、補

助事業の成果が補助金交付決定の内容に適合すると認めたときは、交付すべ

き補助金の額を確定し、補助対象者に第６号様式（補助金額確定通知書）に

より通知するものとする。

（補助金の請求）

第１６条 センターは、前条の規定により交付すべき額を確定した後に、補助金

を支払うものとする。

２ 補助対象者が前項の支払いを受けようとするときは、第７号様式（補助金請

求書）によるものとし、必要な書類を添付するものとする。

（交付決定の取り消し等）

第１７条 センターは、補助対象者が、次のいずれかに該当すると認めた場合は、

補助金交付決定の全部又は一部を取り消し、また、既に交付した補助金の全

部又は一部の返還を命ずることができる。

（１）虚偽の申請その他の不正行為により補助金の交付を受け、又は受けようと

したとき。

（２）規則又はこの規程並びに関係法令に違反する行為があったとき。

２ センターは、前項の取り消しの決定を行った場合には、第８号様式（交付決

定取消通知書）により、その旨を補助対象者に通知するものとする。

３ センターは、第１項に基づく取り消しを行った場合には、規則第１７条の規



定に基づき、返還の猶予期間や必要な加算金等を定めるものとする。

（財産の処分の制限）

第１８条 本事業により断熱改修を行った住宅が、規則第１８条の規定に基づ

き財産処分の制限を受ける期間は、１０年とする。

（会計帳簿等の整備等）

第１９条 補助対象者は、補助金の収支状況を記載した会計帳簿その他の書類

を整備し、事業完了日の属する年度の翌年度から起算して５年間保存してお

かなければならない。

（現地調査等の協力義務）

第２０条 補助対象者は、センターが規則第１１条に規定する、補助事業の遂行

状況に係る報告及び調査を行おうとする場合は、遅滞なくこれに協力しなけ

ればならない。

（書類の提出）

第２１条 この規程により、補助対象者がセンターに提出する書類は、１部とす

る。

（状況報告）

第２２条 センターは補助申請を受理等したときに、福島県省エネルギー住宅

改修補助事業補助金実施状況報告書等に月末までの申請状況を記載し、翌月

５日までに県へ報告するものとする。そのため、センター各事務所では、福島

県省エネルギー住宅改修補助事業台帳（第１０号様式）で、毎日の進捗状況を

本部と共有できるよう整備するものとする。

（その他）

第２３条 補助金の交付等に関しては、この規程によるほか、次に定めるところ

により行うこととし、その他事業の実施について必要な事項は、別に定める。

（１）福島県補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律

第１７９号）

（２）福島県補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０

年政令第２５５号）

 附 則

１ この規程は、平成２８年１１月２１日から施行する。

２ この規程は、平成３０年４月２日から施行する。


